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⑩ 小型レール状態診断装置の開発 
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１．はじめに 
車輪がレールで支持案内されて走行する鉄道にとっ

て、レール側の安全管理は非常に重要である。そのため、

事故に至るリスクが顕在化する前に、軌道状況を把握し

補修するためには、高頻度で監視することが望ましい。

軌道検測車などの検査用車両により、精密な軌道検査が

可能になっているものの、コストや要員などの点から走

行頻度は非常に制限される。さらに地方鉄道では、施設

の経年劣化が著しい一方、費用の確保や技術力の維持が

難しく、十分な検査が行えない事業者も少なくない。 
このような問題に対して、簡便な方法による軌道状態

の診断方法の開発が期待されている。その一つの方法と

して、車両に小型の軌道診断装置を設置し、営業運転を

行いながら軌道診断を行う方法が考えられる。このよう

な車両をプローブ車両 1)と呼び、持ち運びが容易で車両

と非接続で軌道の状態診断の行える、可搬型プローブ装

置を開発 2)した。鉄道事業者の協力のもと長期間の調査

を行い、測定データの再現性、軌道異常の発生箇所の特

定、測定データと軌道状態の相関などを示した 3)。これ

らの成果を受け、独立行政法人科学技術振興機構平成

23 年度研究成果展開事業研究成果最適展開支援プログ

ラムの支援により、日本大学及び株式会社京三製作所と

共同で、地方鉄道向けの実用化を想定した信頼性の高い

小型レール状態診断装置の製作に発展させた。 
本報告では、長期に渡って軌道状態の継続調査を行っ

た結果の一例について述べるとともに、可搬型プローブ

装置の発展型である小型レール状態診断装置の概要に

ついて説明する。 
２．プローブ車両による軌道診断 

２．１．可搬型プローブ装置の構成 
波状摩耗を検出する騒音計、軌道変位を検出する加速

度センサ・レートジャイロ、列車位置を検出するGPS受

信機、各センサの信号をコンピュータに入力するアナロ

グ入力ターミナル等で構成される。（図１） 

図１ プローブ装置の構成 

 

図２ 浮きまくらぎ 

２．２．軌道異常の発見  
プローブ車両は、GPS情報および加速度のRMS値を

測定することで、路線の中で加速度振動が強くでている

区間を特定することができる。RMS 値が高いほど軌道

の状態が悪化していると考えられるため、特に大きな

RMS 値を計測した場所を現地調査したところ、図２に

示すような浮きまくらぎが発見された。 
このような浮きまくらぎを放置すると、車両が通過す

る際のレール沈下によりたわみが発生し、輪重変動が大

きくなるなど、安全上大きな問題が発生する。 
２．３．軌道保守効果の検証  

 プローブ車両により浮きまくらぎが発生した区間を

長期間にわたり計測した結果を図３に示す。この区間に

ついては、事業者が適宜軌道保守を行い、その前後での

プローブデータを収集した。 
 2010 年 1 月初旬にマルチプルタイタンパ（以下マル

タイと略記）による軌道全線の保守作業が行われた。マ

ルタイによる保守後はRMS値の減少が確認され、軌道
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に対して、日本では、鉄道事故を限りなくゼロにする

という考え方が一般的であると思われる。 

 ただし、わが国の鉄道は設計上も実績でも、上記の

SIL4 や欧州規定より桁違いに高い安全性を実現して

いる。したがって当所では、計算上の確率を求めると

ともに、SILに拘らずに、日本の鉄道の安全性の実績

と比較・評価することで、高水準の安全性を担保する

という考えである。 

４．２．２．IEC62278（RAMS）との整合 

 IEC62278が規定するRAMSは、適用対象システムが、

信頼性(Reliability)、可用性(Availability)、保守

性(Maintenance)、安全性(Safety)を総合的かつ良好

なバランスで維持することを要求する規格である。

RAMSのライフサイクルは、図4に示すように14段階

に分かれる。表1に示した安全性評価案件のうち、わ

が国の鉄道技術の海外展開を主眼とした開発段階、特

に信号保安／列車制御システムの設計段階における

評価は、主に第1段階から第7段階までに含まれると

考えられる。 
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図4 RAMSに示されるライフサイクルの14段階（４） 

IEC62278には、安全性（RAMSの S）の技術的な概念

形成の基となるハザード、リスク等の概念が定義さ

れ、図4の各段階における安全性業務が定められてい

る（４）。そのため第三者による安全性評価をIEC62278

と整合させるためには、上記の概念や定義を踏まえ、

RAMS各段階に定められた安全性業務と、評価の手順や

結果との対応が明確であることが必要と考える。特に

第3段階でのリスク分析は、場合により他の段階でも

繰り返す必要性が示唆されているため、前述のFMEA、

FTAも、対象とする段階を明確にする必要がある。ま

た第6段階で作成が義務付けられている総合セーフテ

ィケース（信号用安全関連電子装置については

IEC62425で規定）は、安全性要求事項に適合すること

を証明するものであるため、それに含まれるべき諸事

項と、安全性評価結果の内容との対応が重要であると

考えられる。 

これに対し、従来のわが国における設計において

は、包括的には RAMS の内容をほぼ満たしており、ト

ータルの安全性は、規格で規定されている SIL4 以上

を実現しているものの、ここで規定されているような

プロセスを手順通り実行しているとは言い難い部分

もあった。したがって、今後、国際規格への適合を求

められた場合は、手順通りのプロセスの実施、適切な

文書管理を含めた安全性評価が求められると考える。 

４．２．３．その他の国際規格との整合 

IEC 規格としては RAMS 以外にもソフトウェア、通

信、EMC等に関する規格と安全性評価との整合は重要

である。また多くの IEC 規格の母体となった EN 規格

（欧州統一規格）との整合を要求されるケースも見ら

れ、一方、今後は整備が進んでいく鉄道関係のISO規

格への整合も求められることが予想される。 

５．鉄道認証との関係 
これまでは、国内に鉄道認証機関が存在しなかった

ため、安全性評価が「認証に代わるもの」として求め

られるケースもあった。今後は安全性評価が認証前の

過程として必要とされる場合も含め、その結果が海外

にも受け入れられるように、国際規格との整合を図り

ながら手法の標準化を図っていく必要がある。 

６．まとめ 
(1) 交通安全環境研究所が取り組んできた鉄道技術に

関する安全性評価の経緯と現況を総括した。 

(2) 鉄道の安全性に関連する国際規格と整合への課題

を整理し、わが国の鉄道技術の海外展開に資する安全

性評価手法の標準化の方向性を提案した。 
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No. 事故の種別 原因種別 ( ITTAB ) 原因の内容 ( ITTAB ) 事故発生
頻度(%) ※3

1 搬器落下事故  Vehicles（車両）※1  Failure of grip to clamp on haul rope
（握索装置の不完全握索）

2 (-)

2 搬器落下事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動）
 Bad loading ( passenger not paying attention )
（乗車時における乗客の不注意）

2 (-)

3 搬器衝突事故  External to lift （外的要因）  Wind（風） 7 (-)

4 搬器衝突事故
 Behavior of operator or mechanic
（運転者あるいは保守係員の挙動）

 Mistake in operation（運転ミス） 4 (-)

5 搬器衝突事故  Vehicles（車両）※1  Grip slipping（握索装置の滑り） 4 (-)

6 搬器衝突事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動）
 Bad loading ( passenger not paying attention )
（乗車時における乗客の不注意）

2 (-)

7 人身障害事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動）
 Skier falls off chair on line
（線路上でいす式搬器から落下）

60 (33) 24

8 人身障害事故
 Accidents that injure a worker
 （作業員負傷の事故）

 Operating personnel during operation
（運転中の係員事故）

40 16

9 人身障害事故
 Behavior of operator or mechanic
（運転者あるいは保守係員の挙動）

 Mistake in operation（運転ミス） 29 12

10 人身障害事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動） Skier hit by chair（いす式搬器による打撲） 26 (7) 10

11 人身障害事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動）
 Bad unloading ( passenger fell down )
（降車時における乗客の転倒、転落）

22 (8) 9

12 人身障害事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動）
 Misloading ( passenger fell down )
（乗車時における乗客の転倒、転落）

12 (3) 5

13 人身障害事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動）
 Bad loading ( passenger not paying attention )
（乗車時における乗客の不注意）

10 (3) (-)

14 人身障害事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動）
 Bad unloading ( passenger not paying attention )
（降車時における乗客の不注意）

7 (1) (-)

15 人身障害事故  External to lift （外的要因）  Wind（風） 3 (-)

16 人身障害事故  Vehicles（車両）※1  Chair damage （いす式搬器の損傷） 2 (-)

94

 ※3：全事故件数（248件）に対する発生頻度（ 5%以上を記載 ）

 ※1：搬器にハンガーおよび握索装置（あるいは接続装置）を取り付けた状態をいう。 ※2：( )内は子供の件数

合　計

事故件数 ※2

4

17

211
(55)

232 (55)

 

 

状態が改善されたことがわかる。一般的に、軌道保守を

行った後半年間は、軌道状態が安定しないことが知られ

ているため、マルタイによる軌道保守の半年後に追跡調

査を行った。試験の結果、上下加速度RMS値はほぼマ

ルタイによる軌道保守前のレベルまで戻ってしまって

いることが確認された。原因として、保守区間が全線と

長区間であったため、作業時間や砕石の補充が不十分で

あった可能性が考えられる。 
そこで、測定データを鉄道事業者に提供し、追加の保

守作業が行われた。作業内容としては、数 m から十数

mに渡って砕石補充と突き固めが行われた。保守後は継

続してプローブ車両による調査を行ったが、RMS 値が

急増せず、半年を過ぎても安定していることがわかる。 
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図３ プローブ測定データ 

 

３．小型レール状態診断装置 
 これまで使用してきた可搬型プローブ装置は、市販の

汎用モジュールを組み合わせた試作品であるため、安定

動作に対する信頼性を確保することが課題であった。さ

らに、設置スペースが限られていることから小型化が望

まれる。一方、軌道診断を必要としている地方鉄道にお

いては、測定・診断の専門員を用意することは難しい。

そのため、鉄道事業者においては軌道状態を診断する装

置を購入あるいは借用し、測定データを診断機関へ送

り、診断結果を受け取るといった運用が望ましいといえ

る。このことから、診断装置に求められるのは、容易に

測定が開始され、データを取り出せるなど、インタフェ

ースの改善が望まれる。 
 そこで、小型レール状態診断装置においては、測定開

始については、電源が車内で確保できる場合は通電と同

時に起動、確保出来ない場合はバッテリー駆動かつ起動

スイッチのみで測定を開始することとした。データにつ

いては、データの損失を防ぐため内蔵フラッシュメモリ

へ記録するとともに、取り出し可能な外部メディア

（microSD カード）に書き込むこととする。また、携帯

電話回線を利用したデータ送信にも対応させる。 
 開発された小型レール状態診断装置を図４に示す。内 

蔵バッテリー駆動型であるが、ディスプレイの省略、一

体型の３軸加速度センサ・レートジャイロの採用、筐体

がヒートシンクの役割も担うなどの結果、既存のプロー

ブ装置と比べ、設置面積比で 40％以上低減し、A4用紙

より一回り小さい程度に収まった。 

 
図４ 小型レール状態診断装置の外観 

 
図５ 既存プローブ装置との比較 

４．まとめ 
 本報告では、これまでに蓄積した軌道状態診断技術の

知見を基に、地方鉄道向けの小型で信頼性の高いレール

状態診断装置を実現したので、その概要について述べ

た。本研究の最終的な目的は、各鉄道事業者に導入した

レール状態診断装置から得られるデータを統一的に解

析、管理することにより、地方鉄道の軌道の保守管理を

一元的に行うことである。現在、経営難にあえぐ地方鉄

道を支援するため、経営資源を運行だけに集中させる上

下分離方式が各地でとりいれられているが、事業者間で

の知識や情報の共有がより活発に行われれば、より効率

的でより安全性の高い保守管理が可能になると考える。 
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